
　（単位：千円）

うち交付金

1
LPガス料金高騰対策事
業

ＬＰガスの料金高騰により影響を受けている県民、
県内事業者の負担を軽減するため、ＬＰガス販売事
業者を通じて、値引きによる支援を行うもの。

R7.7 R8.1 253,751 253,751 

（家庭向け）
支援件数　208,758件
支援額　　207,715千円
（事業者向け）
支援件数
　50㎡未満　5,818件
　50㎡以上300㎡未満　2,257件
　300㎡以上　934件
支援額
　50㎡未満　5,634千円
　50㎡以上300㎡未満　11,285千円
　300㎡以上　14,010千円
（事務費）
　15,107千円

LPガス料金高騰対策のため、県民、県内事業
者にＬＰガス販売事業者を通じて、値引きに
よる支援を行うことにより、生活を支援する
とともに、県民の県内事業者の営業継続につ
なげることができた。

危機管理総局
危機管理課

2
特別高圧電気料金高騰
対策事業

電気料金高騰の影響を受けている特別高圧契約で受
電する中小企業等の負担を軽減するため、電気料金
の一部を助成するもの。

R7.7 R8.3 28,740 28,739 

電気料金高騰の影響を受けている特別高圧契
約で受電する中小企業等に対して、支援金を
支給した。
支給事業所数　86件
支給金額　28,253千円
※以下の単価に基づき支援金を支給
　 令和７年７月・９月：1.0円/kWh
　 令和７年８月：1.2円/kWh

支援金の支給により、電気料金高騰の影響を
受けている特別高圧契約で受電する中小企業
等の負担の軽減に寄与した。

商工労働部
経営支援課

3
医療・福祉施設食材価
格高騰対策応援金事業

国の定める公定価格等により食材価格の高騰分を利
用者に転嫁できない中にあっても、入院患者や施設
入所者等に食事を提供しながら運営を続けている医
療・福祉施設等に対し、応援金を支給するもの。

R7.8 R7.10 283,868 283,868 
食材価格の高騰等により経費が増加する中で、運
営を継続している医療・福祉施設等488施設に対
して、応援金を支給した。

食材価格高騰の中で食事を提供している医
療・福祉施設等における運営の継続に寄与し
た。

健康福祉部
保健福祉総務課
長寿社会対策課
障害福祉課
医療政策課
子ども家庭課

4
県立特別支援学校・中
学校給食費支援事業

学校給食用の食材価格が高騰していることから、学
校給食の安定的な提供を行うため、給食費を支援す
るもの。

R7.9 R8.3 6,140 6,140 

学校給食用の食材価格が高騰していることから、
県立特別支援学校９校、県立中学校１校において
学校給食の安定的な提供を行うため、給食費を支
援した。

物価高騰の中、県立特別支援学校、県立中学
校における安定的な学校給食の提供に寄与し
た。

教育委員会
高校教育課
特別支援教育課

5
第３子以降学校給食費
無償化事業

物価高騰等が進む中で、その影響を特に強く受ける
多子世帯における経済的負担の軽減を図るため、義
務教育諸学校の設置者である市町等が実施する第３
子以降の給食費の無償化の取組みに対し、保護者が
負担するものとされている給食費の1/2相当額等につ
いて補助等を行うもの。

R7.4 R8.3 166,292        85,637 

第３子以降の給食費の無償化の取組みを実施する
市町への補助等を行った。
国･市町･組合立学校　6,924人　163,117千円
県立学校　　　　　　　120人　　3,175千円

物価高騰等の影響を特に強く受ける多子世帯
における経済的負担の軽減が図られた。

教育委員会
保健体育課

6
私立学校応援金事業
（大学・短大分）（令
和７年度国補正）

物価高騰等により経費が増加する中で、教育活動を
継続している私立大学及び短期大学に対して、応援
金を支給するもの。

R7.12 R8.3 7,400 7,400 
物価高騰等により経費が増加する中で、教育活動
を継続している私立大学及び短期大学6校に対し
て、応援金を支給した。

物価高騰の中で私立大学及び短期大学におけ
る学校活動の継続に寄与した。

政策部
地域活力推進課
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7

私立学校応援金事業
（中学校・高等学校・
専修学校・各種学校
分）（令和７年度国補
正）

物価高騰により経費が増加する中で、教育活動を継
続している私立の高等学校、中学校、専修学校及び
各種学校に対し、応援金を支給するもの。

R8.1 R8.2 32,520 32,520 
物価高騰等により経費が増加する中で、教育活動
を継続している私立高校等47校に対して、応援金
を支給した。

物価高騰の中で私立高校等における学校活動
の継続に寄与した。

総務部
総務学事課

11

医療・福祉施設応援金
事業（健康福祉部各
課）（令和７年度国補
正）

物価高騰による経費の増加分を公定価格等により利
用者に転嫁できない中にあっても、サービスを維持
しながら運営を続けている医療・福祉施設に対し、
応援金を支給するもの。

R8.1 R8.3 1,729,235 1,729,235 
物価高騰等により経費が増加する中で、運営を継
続している医療・福祉施設等5,321施設に対し
て、応援金を支給した。

物価高騰の中で医療・福祉施設等における運
営の継続に寄与した。

健康福祉部
保健福祉総務課
健康政策課
長寿社会対策課
障害福祉課
医療政策課
薬務課
子ども政策課
子ども家庭課

12
一般公衆浴場応援金事
業（令和７年度国補
正）

物価高騰等による経費の増加分を法令により入浴料
金に転嫁できない中にあっても、地域住民の日常生
活において保健衛生上必要なものとして利用されて
いる一般公衆浴場の運営を継続している事業者に対
して、応援金を支給するもの。

R8.2 R8.3 2,250 2,250 
物価高騰等により経費が増加する中で、運営を継
続している一般公衆浴場９施設に対して、応援金
を支給した。

物価高騰の中で一般公衆浴場における運営の
継続に寄与した。

健康福祉部
生活衛生課

20
清酒用原料米高騰対策
支援事業（令和７年度
国補正）

酒米価格高騰等により、経営が厳しい状況にある県
内酒蔵に対して、酒米購入経費の一部を助成し、経
営の安定化、ひいては「伝統的酒造り」の保護・継
承を図るもの。

R7.12 R8.3 27,180 27,180 

香川県酒造協同組合を通じて県内の酒造事業者６
社に対し、清酒用原料米の購入費用の一部を助成
した。
助成対象県産原料米　6,014俵

交付申請から費用助成まで約１ヵ月で完了す
るなど、スピーディーに対応でき、酒造事業
者の経営安定化に寄与した。

交流推進部
県産品振興課

27
指定管理料における物
価高騰等対応事業（２
月補正予算）

県有施設の指定管理者に対して近年の物価高騰等に
伴う上振れ分の経費を支弁し、当該施設の安定的な
運営継続を支援することで、県民に対するサービス
を維持・確保するもの。

R7.4 R8.3 321,312 318,300 

県有施設29施設の管理・運営に要する経費のう
ち、管理施設従業員の賃上げ額及び消費者物価指
数の上昇率を勘案した物件費の増額分を支援し
た。

指定管理施設において、運営費の上昇による
利用料増額やサービス低下を抑制した。

全庁

28
病院事業会計繰出金に
おける物価高騰等対応
事業（２月補正予算）

地域の中で中核的役割を担う県立病院において、民
間医療機関では対応が困難な不採算医療等の高度で
良質な医療を安定的に提供することができるよう、
物価高騰による影響に対して負担軽減を図るもの。

R7.4 R8.3 356,395 356,395 
物価高騰に伴う県立病院（中央、丸亀、白鳥）の
負担軽減を図るため、光熱水費、委託料、材料費
等に対する支援を実施した。

物価高騰が続く厳しい環境下において、地域
医療の中核を担う県立病院として、高度で良
質な医療を安定的に提供することに寄与し
た。

病院局
県立病院課

32
県立学校運営費におけ
る物価高騰対応事業
（R7当初予算内数）

物価高騰の影響下であっても適切な教育環境を確保
するため、県立学校施設における光熱水費を支援す
るもの。

R7.4 R8.3 40,615 40,615 
物価高騰の影響下であっても適切な教育環境を確
保するため、県立学校39校における光熱水費の支
払に充当した。

物価高騰の中、県立学校39校の安定的な学校
運営の継続に寄与した。

教育委員会
高校教育課
特別支援教育課

※ 本表には、国に提出した令和７年度実施計画記載事業のうち、当該交付金を活用して令和７年度末までに完了した事業を掲載しています。


